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市町村職員を対象とするセミナー



１．本事業の背景と目的
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（１） 「歯科保健医療ビジョン」で提言されている「地域完結型歯科保健医療」の提供体制の構築に向け、

以下の４点について、全国の好事例を収集・評価

①歯科診療所機能の充実強化

②病院等の後方支援機関の充実強化

③介護保険施設における歯科保健医療の推進

④地域包括支援センター等における歯科保健医療推進等

（２） NDB（ナショナルデータベース：レセプト情報や特定健診等の結果で構成されるデータベース）を用いた

データ分析により、全国的な歯科医療提供状況を客観的に把握

【本日の報告事項】

◆本事業で具体的に行っていること

◆現時点での調査結果（過程）について

※報告内容は今後の事業進捗により変わる可能性があります。



２．実施方法
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（１）アンケート調査

・全国の自治体で取り組まれている事業等を網羅的に把握

・各事業等により得られた効果、ポイントや工夫をまとめ、横展開につなげる

（２）ヒアリング調査

（３）NDB（ナショナルデータベース）の分析

※上記の検討、分析を専門的見地から行うため、有識者からなる検討委員会・ワーキンググループを設置

・実施効果に優れた取組事例を全国から収集

（アンケート調査からも事例を抽出し、ヒアリング候補とすることを予定）

・都道府県単位、二次医療圏単位などでの歯科保健医療の提供状況を分析

・全国の医療機関の算定データが集積→より客観的な分析が可能



３．アンケート調査実施概要
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（１）アンケート調査

◆実施した調査

①都道府県調査 ②政令市等調査（保健所設置市を対象）

◆調査項目

◆2月3日（月）締切 → 集計中

※多くのご回答をいただきました

・医科歯科連携または多職種連携における、歯科医師会との連携状況

・自治体内の歯科保健医療対策全般

・歯科医療機関の充実・強化等に関する取組

・歯科診療所と医科医療機関の連携に関する取組

・歯科診療所と介護施設等の連携の状況

・歯科診療所と地域包括支援センターの連携の状況

一部、好事例として
の活用を想定



４．ヒアリング調査実施概要
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（１）ヒアリング調査

◆調査対象

①本事業の検討委員会・ワーキンググループ等で推薦のあった団体等

②アンケート調査（前述）の回答内容をもとに抽出した団体等

◆調査内容

歯科医療提供体制の構築に高い効果があると考えられる

取組について、①取組概要、②取組開始までの経過、

③具体的な効果、④行政・歯科医師会等の支援内容

などを訪問調査により把握

◆調査対象数

20か所程度

好事例の横展開により、地域の実情に合わせた

望ましい取組が広がることを期待

ヒアリング実施先 （1/31時点）

岩手県
歯科医師会

高知県
歯科医師会

陵北病院
(東京都八王子市)

会津中央病院
(福島県会津若松市)



５．NDB分析概要

6

（１）集計対象

◆集計期間：2018年4月～2019年3月の1年間を基本とする（必要に応じ、過年度のデータも活用）

◆歯科診療所機能の強化や病院・施設等との連携に関連する診療料等の算定回数を集計（下表は例）

集計対象の診療料・加算等（例） 分析の視点

歯科訪問診療 在宅療養患者への歯科訪問診療がどの程度行われているか

周術期等口腔機能管理料 周術期の患者に、歯科がどの程度口腔管理を提供しているか

（２）集計の視点（例）

①都道府県別の集計

・地域による歯科医療提供の実態を把握
・都道府県による人口差を踏まえ、あわせて人口10万人対の集計も行う
→１人あたりに提供される歯科医療に、どの程度の地域差があるか？
・より詳細な地域別分析として、二次医療圏別の集計も必要に応じ検討

②歯科訪問診療実施時に併存する
診療行為の集計 ・歯科訪問診療では、どのような治療・対応がなされることが多いか？

③歯科訪問診療提供時の
市区町村の変化の有無を集計

・歯科訪問診療に移行すると、市区町村（かかりつけの歯科）が変わってしまうのでは
ないか？



６．調査結果の公表等
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◆ 本調査研究の結果は、令和２年３月までにとりまとめ、４月以降報告書を公表予定です

◆ 報告書の閲覧等については、以下お問い合わせ先までお願いいたします

【お問い合わせ先】

みずほ情報総研株式会社 社会政策コンサルティング部

医療政策チーム

担当：山崎、玉山、近藤

Tel：03-5281-5277
email：manabu.yamazaki@mizuho-ir.co.jp（山崎）

kazuhiro.tamayama@mizuho-ir.co.jp（玉山）
takuya.kondo@mizuho-ir.co.jp（近藤）


